
奈良県の財務諸表【概要版】

平成２１年１０月

奈良県



更に詳しく、正確な財務状況の提供を目指し、「地方公共団体における行政改革の更なる推進

のための指針」（総務省）による財務書類４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計

算書、資金収支計算書）の整備要請を踏まえ、普通会計、県全体及び連結について、それぞれ、

平成２０年度決算にかかる財務書類４表を新たに「総務省方式改訂モデル」により作成

１

○－連結 ○－県全体 ○－普通会計資金収支計算書 ○－連結 ○－県全体 ○－普通会計純資産変動計算書 ○－連結 ○○県全体 ○○普通会計行政コスト計算書 ○○連結 ○○県全体 ○○普通会計貸借対照表
２０年度(総務省改訂モデル）１９年度（旧総務省方式）

公共資産 ２兆２，７６８億円 固定負債 １兆１，２２９億円投資等 ２，１５８億円 流動負債 ８７７億円流動資産 ４８８億円 純資産合計 １兆３，３０８億円（うち歳計現金 ８９億円）貸借対照表 経常行政コスト ３，６０２億円経常収益 △ ９１億円純経常行政コスト ３，５１１億円経常的収支 ８７３億円公共資産整備収支 △２３５億円投資・財務的収支 △６６４億円資金変動額 △ ２６億円期首歳計現金 １１５億円期末歳計現金 ８９億円
（新）資金収支計算書 期首純資産 1兆３，１７０億円純経常行政コスト △３，５１１億円財源調達 ３，６５１億円臨時損益 △３億円資産評価替 １億円期末純資産 １兆３，３０８億円

（新）純資産変動計算書

行政コスト計算書

財務諸表４表の相関関係（普通会計ベース）

作成諸表

県全体⇒普通会計＋６公営事業会計連結 ⇒県全体＋公立大学法人奈良県立医科大学＋地方三公社＋第3セクター等１１団体

平成２０年度 奈良県財務諸表の作成



有形固定資産の内訳 環境衛生 39億円 0.2%福祉 100億円 0.4%総務 451億円 2.0%警察 494億円 2.2% 産業振興 1,638億円 7.2%教育 2,203億円 9.7%
生活インフラ・国土保全1兆7,807億円 78.3%

有形固定資産合計２兆２，７３１億円

貸借対照表（普通会計）

どれほどの資産や債務を有するかについての情報を表示

【ポイント】

○社会資本形成の過去・現世代負担比率

純資産（１兆３，３０８億円）／公共資産（２兆２，７６８億円）＝５８．４％平均的な値は、５０～９０％（ぎょうせい刊「新地方公会計制度の徹底解説」による）
○歳入額対資産比率

資産合計（２兆５，４１４億円）／歳入合計（４，５９２億円）＝５．５３年平均的な値は、３～７年（ぎょうせい刊「新地方公会計制度の徹底解説」による）
○１９年度との比較

有形固定資産 ６，３６９億円増加

総務省方式改訂モデルの導入によるもの耐用年数の変更（道路、街路、林道：１５年→４８年）など
２

流動資産 488億円投資等 2,158億円公共資産 2兆2,768億円 純資産 1兆3,308億円 流動負債 877億円固定負債 1兆1,229億円
0億円 5,000億円 10,000億円 15,000億円 20,000億円 25,000億円 30,000億円 資産と負債のバランス

公共資産 ２兆２，７６８億円有形固定資産 ２兆２，７３1億円【＋６，３６９億円】売却可能資産 ３７億円
投資等 ２，１５８億円投資・出資金 １，２２４億円貸付金 ２５５億円基金等 ６２９億円長期延滞債権 ７５億円回収不能見込額 △２５億円
流動資産 ４８８億円現金預金 ４５５億円未収金 ３３億円

固定負債 １兆１，２２９億円地方債 ９，７０９億円長期未払金 ６２億円退職手当引当金 １，４５８億円
流動負債 ８７７億円翌年度償還地方債 ５６０億円未払金 ２０億円翌年度支払退職手当 ２１２億円賞与引当金 ８５億円
負債合計 １兆２，１０６億円

(県民1人あたり ８６万円の負債）
純資産 １兆３，３０８億円

(県民1人あたり ９４万円の純資産）
資産合計 ２兆５，４１４億円（県民1人あたり １８０万円の資産）【＋６，１４１億円】 負債・純資産合計

２兆５，４１４億円【 】の数値は、前年度の貸借対照表との増減



目的別行政コスト
教育 1,241億円 (34.5%)

生活インフラ・国土保全 568億円 (15.8%)福祉 550億円 (15.3%)警察 295億円 (8.2%)産業振興 281億円 (7.8%)総務 199億円 (5.5%)支払利息 181億円 (5.0%) その他 154億円 (4.3%) 環境衛生 110億円 (3.1%) 回収不能見込計上額 11億円 (0.3%)議会 12億円 (0.3%)
経常行政コスト３，６０２億円

性質別行政コスト
人にかかるコスト 1,594億円 44.2%移転支出的なコスト 1,112億円 30.9%

物にかかるコスト 705億円 19.6% その他のコスト 191億円 5.3% 人件費 1,383億円(38.4%)
退職手当引当金繰入等 126億円 (3.5%)賞与引当金繰入額 85億円 (2.3%)補助金等 799億円(22.2%)公共資産整備補助金等170億円(4.7%)社会保障給付 119億円 (3.3%)他会計等への支出額 24億円 (0. 7%)  減価償却費554億円( 15.4%)物件費 131億円(3.6%)維持修繕費 20億円 (0.6%) 支払利息 181億円(5.0%) 回収不能見込計上額10億円 (0.3%)

経常行政コスト３，６０２億円

行政コスト計算書（普通会計）

経常的な活動に伴うコストと使用料・手数料等の収入を表示

経常行政コスト ３，６０２億円 【△２９７億円】人にかかるコスト １，５９４億円 【△１１８億円】人件費 １，３８３億円退職手当引当金繰入等 １２６億円賞与引当金繰入額 ８５億円物にかかるコスト ７０５億円 【△１９４億円】物件費 １３１億円維持補修費 ２０億円減価償却費 ５５４億円移転支出的なコスト １，１１２億円【＋ ２７億円】社会保障給付 １１９億円補助金等 ７９９億円他会計等への支出額 ２４億円公共資産整備補助金等 １７０億円その他のコスト １９１億円【△ １２億円】支払利息 １８１億円回収不能見込計上額等 １０億円
経常収益 ９１億円使用料・手数料等 ８０億円分担金・負担金・寄附金 １１億円
純経常行政コスト ３，５１１億円（県民1人あたり ２５万円）

【ポイント】○人件費などの人にかかるコストが最も多く、経常行政コストの４４％を占めている○行政コスト対公共資産比率経常行政コスト（３，６０２億円）／公共資産（２兆２，７６８億円）＝１５．８％平均的な値は、１０～３０％（ぎょうせい刊「新地方公会計制度の徹底解説」による）○１９年度との比較・人にかかるコスト △１１８億円職員定数の削減による人件費及び退職手当引当金繰入等の減・物にかかるコスト △１９４億円耐用年数の変更に伴う減価償却費の減○総務省方式改訂モデルの導入により、地方税や国庫支出金等の収益は、純資産変動計算書へ移行 ３

【 】の数値は、前年度の行政コスト計算書との増減



（新）純資産変動計算書（普通会計）

期首純資産残高 １兆３，１７０億円

純経常行政コスト △３，５１１億円

財源調達 ３，６５１億円

地方税 １，３９３億円

地方交付税 １，４１１億円

建設補助金 ６９７億円

市町村負担金 １８億円

その他 １３２億円

臨時損益 △３億円

資産評価替 1億円

期末純資産 １兆３，３０８億円

純資産が１年間にどのように増減したかを

表示

（新）資金収支計算書（普通会計）

経常的収支 ８７３億円

経常的支出 ２，９１８億円

経常的収入 ３，７９１億円

公共資産整備収支 △２３５億円

公共資産整備支出 ７４５億円

公共資産整備収入 ５１０億円

投資・財務的収支 △６６４億円

投資・財務的支出 ８３９億円

投資・財務的収入 １７５億円

資金変動額 △ ２６億円

期首歳計現金 １１５億円

期末歳計現金 ８９億円

経常的収支、公共資産整備収支、投資・財務

的収支に区分して現金の流れを表示

４



奈良県連結財務諸表

普通会計 ２兆５，４１４億円公営事業会計 ４，５６４億円連結対象団体 １，７８２億円
資産合計 ３兆３４０億円

（負債 1兆４，１１２億円）普通会計 １兆２，１０６億円公営事業会計 １，３６２億円連結対象団体 １，０７５億円
（純資産 1兆６，２２８億円）普通会計 １兆３，３０８億円公営事業会計 ３，２０２億円連結対象団体 ７０７億円

負債・純資産合計

３兆３４０億円※ 各会計の金額は、相殺消去前の金額

貸借対照表

普通会計

公営事業会計（６会計）

奈良県水道用水供給事業費特別会計

奈良県病院事業費特別会計

奈良県営競輪事業費特別会計

奈良県観光自動車駐車場費特別会計

奈良県流域下水道事業費特別会計

奈良県中央卸売市場事業費特別会計

地方独立行政法人（１団体）

公立大学法人奈良県立医科大学

地方三公社（３団体）

奈良県土地開発公社

奈良県道路公社

奈良県住宅供給公社

第３セクター等（１１団体）

財団法人なら・シルクロード博記念国際交流財団

財団法人奈良県万葉文化振興財団

社会福祉法人奈良県社会福祉事業団

財団法人健やか奈良支援財団

財団法人奈良県交通遺児等援護会

財団法人奈良県解放センター

財団法人奈良県農業振興公社

財団法人奈良県食肉公社

財団法人奈良県林業基金

財団法人奈良県中小企業支援センター

財団法人奈良県暴力団追放県民センター

連結対象範囲

（純行政コスト ３，６０３億円）普通会計 ３，511億円公営事業会計 58億円連結対象団体 8億円行政コスト計算書

※ 各会計の金額は、相殺消去前の金額
（期首純資産残高 １兆６，１５４億円）普通会計 １３８億円公営事業会計 △ ６億円連結対象団体 △ ３６億円
（期末純資産残高 １兆６，２２８億円）

純資産変動計算書

※ 各会計の金額は、相殺消去前の金額
（期首資金残高 ７４９億円）普通会計 △４７億円公営事業会計 １１億円連結対象団体 △２８億円
（期末資金残高 ６８６億円）

資金収支計算書

※ 各会計の金額は、相殺消去前の金額普通会計の資金には、歳計現金のほか財政調整基金及び減債基金を含む。
５

県全体

対象範囲


